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平成11年度刊行

都道府県公文書目録

1.紹介の対象目録

本稿は、平成11年度に刊行された、以下の

都道府県公文書(行政文書)目録lO冊につい

て、その基本単位の要素、編成や階層記述等

について比較しながら、その傾向や特徴点を

紹介しようとするものである1)。以下、「目

録 1Jのように略記する。
1 北海道立文書館/北海道立文書館所蔵資

料目録第15 開拓使文書(6)

H12.3 / A4判横2段組75p (凡例 lp、
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薄冊レベル単位の記述の要素

No 目 録 名 記述の要素

北海道立文書館所蔵資料目録第15 開拓使文書の通し番号、公文書名、主務者、編綴文
l 
開拓使文書(6) 書年次、形態、注記、請求記号

東京都公文書館蔵書目録 1 ~3
種別(保存年限)、標題、主務課、年次、分類番号、

2~4 
マイクロ番号

新潟県公文書簿冊目録第5集
登録番号、作成年、西暦、表題年、簿冊表題、備考、

5 
旧簿冊番号

6 茨城県行政文書目録(4) 請求番号、表題、作成部課、内容抄録

岐阜県行政文書目録 簿冊名、組織(課等)名、年(度)、文書番号/r本
7 
昭和51年度編(1) 文J(文書件名)
東尽都公文書館所蔵行政文書目録 年、簿冊名、主務課名、件数、請求番号、件頁

8 
学事編・明治35年

解題12p)/簿冊単位705点収録

2 東京都公文書館/東京都公文書館蔵書目

録 1 (東京府文書一明治)

H12.3 / A4判横 l段組281p(凡例 1p、

解説[この目録を利用されるにあたって]

IIp) 

3 東京都公文書館/東京都公文書館蔵書目

録 2 (東京府文書2一大正 ・昭和)

日12.3/A4判横 l段組212p(凡例 1p、

解説なし)

4 東京都公文書館/東京都公文書館蔵書目

録3(東京市文書一明治~昭和)

H12.3/A4判横 l段組275p(凡例 1p、

解説なし)

5 新潟県立文書館/新潟県公文書簿冊目録

第5集 (平成8・9年度移管文書)

H12.1/A4判横 l段組96p(凡例 1p、解

説なし、 「閲覧請求の方法J1 p) /12，282 

簿冊収録

6 茨城県立歴史館/茨城県行政文書目録(4)

( 1959~ 1962)行政資料目録4

H12.3 /B 5判横 1段組203p(凡例 1p、

解説12p、「茨城県行政組織変選表(4)J 3 

p) /1，944簿冊収録

7 岐阜県歴史資料館/岐阜県行政文書目録

昭和日年度編(1)

日12.3/A4判横 l段組102p(凡例1.旬、

解説なし)/220簿冊収録

8 東京都公文書館/東京都公文書館所蔵行

政文書目録学事編・明治35年

H12.2 /B 5判横 l段組292p(凡例 2p、

解説なし)/63簿冊3，090件収録

9 北海道立文書館/北海道立文書館所蔵公

文書件名目録15 札幌県治類典(4) 

H12.3/A4判横 l段組56p(凡例 1p、解

説なし)/34簿冊分の件名収録

10 群馬県立文書館/群馬県行政文書件名目

録第11集大正期学務編 1(任免・ 賞罰 1) 

H12.3/A4判横 l段組182p(凡例2p、

解説13p)/1，622件収録

その目録シ リーズの名称は、「所蔵資料目

録Jr蔵書目録Jr公文書目録Jr行政文書目
録Jr行政資料目録jなど、同様に設置主体
から移管された記録史料を対象としながら

様々であり、日本における用語の統一、記述

標準化といった問題、あるいは、各機関にお

けるこれら史料への認識や位置付けに想いを

及ぼせる。本稿は取りあえず 「公文書jで統

ーする。

一件文書を簿冊に編綴するという形態、構

造から、日本の公文書目録は従来、「簿冊目

録jと 「件名目録」という 2本立てでつくら

れてくることが多かった。ここに紹介した10

冊も、そのいずれかのレベル、あるいは両レ

ベルを基準単位とした目録である。



2.簿冊レベル単位の記述の要素

そのうち、目録 1~ 6は簿冊レベルを記述

の基本単位とした目録であり、 7と8は簿冊

レベル・件名レベル両者を収載する。各簿冊

レベル単位の記述の要素は、上表のとおりで

ある。

記述の要素は、目録の編成構成によって差

異を生ずる。たとえば、組織構造を第 1の編

成基準におき、組織名が見出し項目として立

てられる場合、記述の要素には組織名がなく

なる。あるいは、年次別編成をとり、年次名

が見出し項目に立てば、記述の要素に年次の

記載は不要となる、というようなことであり、

この点を勘案すると、各目録の記述の要素は

共通性が高いように、 一見思われる。しかし、

組織にしても年次にしても、作成時、編綴時、

完結時、移管時など複数存在し、事はそれほ

ど単純で、はない。また、同様の要素を指し示

す用語も一定ではない。

(1) 組織に関する記述の要素

まず、組織に関する要素をみてみるに、目

録 lは「主務者」を掲げ、凡例で「その公文

書の完結の時点で取り扱った機関」と定義し

ている 。 類似の用語として目録 2~4 及び 8

は「主務課j を掲げている。目録 2~4 の凡

例では、「主務課」の定義・説明は特にない。

目録8の凡例は[簿冊は主務課単位に綴じら

れています。主務課とは、当該公文書を担当

する部局名ですjと説明している。ただ、ど

の時点での「担当Jなのか、「主務課単位に
綴じられていますJという表現からは編績時
であることが推察されるが、はっきりしない。

また、「課Jと「部局」の組織関係も判然と
しないところがある。目録6は、 「作成部課」

という用語を用いている。凡例に特に説明は

ないが、「編者が推定した作成部課は( ) 

内に表記した」とあることから、表紙、小口

等に記載された部課名が原則として採られて

おり、よって、やはり編綴時の組織名が原則

となるであろうことが想像される。
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また、目録7の「組織 (課等)名」という

表現は、筆者が便宜付したもので、目録の凡

例に該当記述の要素を指し示す用語名は使わ

れていない。同目録の編成は平成9年4月1

日現在を基準とした「行政組織の部、局、委

員会等別jをと っており、部等の名称を見出

し項目として立てている。この部等の名称が

上記基準日のものであることはわかるが、簿

冊レベルの記述の要素として記されている課

名が、いずれの時点のものかは判断がつかな

かっアニ。

唯一組織に関する記述の要素がないのが、

目録5である。目録副題にもあるように、移

管年度を編成の第 1基準におき、見出し項目

に「平成8年度 (1996)移管総務部地方課」

というように「文書引継ぎの際の原課」名が

示されているからであるが、作成時あるいは

完結時の主務組織名は示されていない。本目

録は資料名(タイトル)にあたる要素に「簿

冊表題」という用語を用いるように、簿冊の

表紙記載重視の特徴を持つが、目録本文を見

る限り、表紙記載の組織名を「簿冊表題Jの
一部に取り入れるという措置でもないようで

ある。

(2) 年次に関する記述の要素

後述するように、いずれの目録も年次を編

成の第 l基準においているが、 一方、簿冊レ

ベルの単位の記述の要素にも、目録6を除き

いずれも年次に関する要素がある。このこと

は、それぞれの年次が表す意味合いにも相違

があることを示している。

目録lは 11880(明治13)年に完結した編

年文書」を収載した目録であり、 一方、簿冊

レベル単位の記述にあるのは「編綴文書年次」

(1その公文書に綴られた文書の年次J)であ

る。

同様に、東京都公文書館の目録 2~4 、 8

も年代を編成の第 1の基準とし、年次を見出

し項目に立てる、あるいは l冊全体を l年分

としている 。 目録 2~4 、 8 はその年次の説

明をしていないが、 8の凡例の掲載項目「年」
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の説明に 「簿冊の表示に従って和暦としまし

たJとあり、簿冊の表記を基準にしているこ

とが推測される。目録8の年次はすべて「明

治35年j 単年のものだが、目録 2~4 では

「多年次にわたるものは、その最終年に配列」

とあり、完結した年次による目録lと、編成

の基準をほぼ同じくするものかと推察され

る。一方、目録2~4 の記述の要素としての

「年次」は、すべての簿冊単位に記されてい

るわけではない。本文から推測する限り、見

出し項目にあがっている年次単年のものは記

さず、多年次にわたるもの、年度表記のもの、

その年次の内さらに月次が限定されているも

の、などを簿冊の表記に従う形で記述してい

るように思われる。目録8の記述の要素であ

る 「年jはすべて目録副題どおり「明治35年j

である。

目録7は目録副題に「昭和51年度編(l)Jを

誼っているが、厳密にはそれ以前の文書も収

載しており、また、編成を組織別にしている

ことから、記述の要素としても 「簿冊の年

(度)Jが必要とされていると考えられる。そ

の「年(度)Jは「その簿冊に記されている
年(度)を採録」し、それが 12年以上にわた
るものについては、最終年(度)をも ってその

簿冊の年度とした」と、凡例にある。すなわ

ち、この「年(度)Jは必ず単年(度)表記と

なり、やはり目録lの完結年度に近いものと

考えられる。後述するように、本目録は簿冊

ごとに編綴されている全件名レベルの記述を

行っており、その記述の要素に「文書年月日J

がある。 12年以上にわたるもの」の年代域
は、この 「文書年月日」を一覧することでカ

バーされるように想定されていると考えられ

る。

これらに対し、目録6も年次を編成の第1

の基準にとっているが、凡例ではその年次を

「発生年次」 としている。それゆえ「複数年

の文書を綴っている簿冊」の編成処理につい

ても「最も古い文書の年次を簿冊の発生年次」

としており、目録 1 ~ 4 、 8 とは異なる。単

に編集上の処理というにとどまらない、簿冊

という記録形態をとる公文書の管理・保存シ

ステムの認識の問題が、「発生jと 「完結j

という編成基準の取り方に表れているよ うに

思われる。また、目録6が記述の要素に年次

に関する要素を置かないという点も、このこ

とに絡んで、くる問題かと思われる。なお、目

録6は内容抄録を記述の要素に持っており 、

「複数年の文書を綴っている簿冊」の場合、

「最も古い文書の年次」以外の年次は、内容

抄録ないし表題で示すことが可能である点、

目録7に共通するように思われる。

このように公文書簿冊はそれぞれ複数の年

次をもつわけであるが、目録上で4つの年次

を記述しているのが目録5である。まず、編

成の基準には移管年度が用いられている。 一

方、記述の要素には「作成年J1西暦J1表題
年」の3つがある。凡例によれば「作成年」

は「文書の作成された年代J、「西暦」は 「文

書の作成された年代のうち、最も新しいもの

の西暦J、「表題年jは「文書(簿冊)の表紙
に記しである年代jのことである。すなわち、

編綴されている文書の年代域全体は「作成年j

が示している。西暦はコンピュータ処理によ

るソートに必要という意味もあろうが、それ

が「文書の作成された年代のうち、 最も新し

いものjに設定され、印刷目録段階で省略さ

れなかったということには、この項目で完結

年度(と考えられる年度)を示そうとした意

図があるのであろうか。また、 「表題年」の

多くは 「作成年Jと重複する。しかし、「作
成年jが複数年にわたるとき、「表題年jが

その最初の年次なのか、最後の年次なのか、

は簿冊の成立に関する情報を与えてくれる。

また、「表題年」が 「記載なしjとなってい

るものも多く、また、 「作成年J が「昭24~

昭40Jでありながら 「表題年jが「昭41Jな

どとずれる例もある。 「作成年jを表紙に記

載された年次からそのまま採るのではなく、

実際に編綴文書にあたっていることがわかる

とともに、実年代域とは別に、表紙記載デー

タとしての年次が伝える情報の有効性に興味

をひかれるものがある。



(3) 簿冊特定のための記述の要素

個別の簿冊を特定させるための情報として

最も重要な資料名(タイトル)と資料番号

(レファレンス・コード)を示す用語も様々

で、前者には「表題J1標題J1公文書名」
「簿冊名J1簿冊表題Jの5種類が使われてい
る。

後者には「請求記号J1請求番号J1分類番
号J1登録番号J1文書番号jの5種類が使わ
れている。東京都公文書館の目録 2~4 と 8

では、同じ番号を「分類番号」と「請求番号」

と、別の用語で表現しているが、おそらく閲

覧提供のマイクロフィルム化が関係してきて

いるものと想像される(目録 2~4 には別に

「マイクロ番号jがある)。文書館等での資料

に付加される番号は、管理上の番号や閲覧整

理上の番号など、複数が使われることは一般

的であり、管理上のいずれかの番号と請求番

号が一致する場合も少なくない。各機関での

有り様が用語の用法にも影響してきているよ

うに思われるが、閲覧提供用目録に必要とさ

れるのは、利用者の請求に応えることであり、

それゆえ「請求番号J1請求記号」の用例が
多くなっているのも領けるところではあろう

か。

そのようななかで特徴的であるのが目録5

である。各簿冊レベルの記述にある「登録番

号」はあくまで「登録番号」であり 、簿冊レ

ベル単位には請求のための番号は記されてい

ない。請求番号は「文書の種類別記号 (H)J 
「受入年度の西暦下2桁 (196Jなど)J1文書

引継ぎの際の原課の略記号 (1総地」など)J

及び「登録番号jを組み合わせたもので、

IH96総地1Jなどとなる。この「請求番号」
の組み合わせ要領は、目録本文中で「文書引

継ぎの際の原課j、あるいはページが変わる

ごとに例示されるとともに、巻頭「閲覧請求

の方法」で説明されている。

このような組み合わせによる番号は、多少

の「ややこしさjはあるが、それそのものに

より、資料の位置付けを理解する情報となる。

上記の例でいえば、多少のコード表の手助け
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はいるものの 11996年に総務部地方課から引

き継がれた l番目の簿冊」とわかる。同様の

方法は目録7でも採られており、行政組織

(部、局、委員会等)に付けた「分類番号J
(たとえば総務部は 15・OOJ)、「簿冊に記載

しである年号J(たとえばs=昭和)、 「所属
年(度)J、「その所属年(度)内の受入番号J

を組み合わせ、たとえば「総務部から受け入

れた昭和51年度の簿冊のうち12番目のものJ

は 15・00-S51-12Jというように表され

る。この説明は凡例に記されているが、各簿

冊レベルごとに実際の番号が記されているの

で、意味はわからなくとも請求に支障はない。

この他、目録6の「請求番号」は「行59-lJ

のようなスタイルで、凡例は「概してハイフ

ン(一)の前の数値が西暦年次(上2桁の19

を省略)を意味し、ハイフンの後の数値が配

架順序を示している」としている 。 目録 2~

4の「分類番号」は 1605.A6. 4Jのように

分類をコード化しているが、そのコードの意

味するところの説明は特にない。また、「マ

イクロ番号」のうちリール番号はたとえば

「府明E明16-75Jのように付されており、こ

の例の場合「東京府文書(府)で、明治期

(明)の第2文書群(II )に属し、明治16年

(明16)の75番目のフィルムに、当該文書が

撮影されている」と読み解くことが凡例に説

明されている2)。

(4 ) その他の記述の要素

目録 lには、他の目録にない要素として、

「開拓使文書の通し番号J1形態J1注記」が
ある。本目録は北海道立文書館所蔵公文書の

うちの「開拓使文書J目録の第6分冊である。

「開拓使文書の通し番号」は何分冊にも及ん

でしまう目録に通しの番号を与えるものであ

り、「解題J、なかでもとくに「各組織ごとの
文書群一覧jで資料を示すのに有効に使われ

る。目録は 「請求記号」順に資料が配列され

ているわけではないので、解題中で資料を

「請求記号」で特定しでも、その資料を目録

本文中に見出すことは困難で、あり、目録上の



70 記録と史料 NO.ll(2001. 3 ) 

「通し番号jが必要とされるわけであろう 。

この点、目録6は前述のように「請求番号」

が年次と配架順序の組み合わせで構成されて

いるのに対し、目録本文は必ずしもこの順に

配列されているわけではないので、解説中で

資料を「請求番号」で示しでも、目録本文上

でその資料を特定するのに少々時聞がかかる

場合がある。その他の目録では、特定の資料

を指し示す必要のある場(解説等)がなく、

このような番号を必要としなかったものと思

われるが、階層構造及び各階層ごとの記述を

なそうとする際には、編成と「請求番号」の

関係によっては、別途「通し番号jが必要と

なってくることが予想される。

「形態jの項には、「冊数〈厚さ 〉及び簿

冊の縦の長さ。ただし、縦が横の 2倍以上の

もの及び横が縦より長いものは、「縦×横JJ
を記す、となっている。含た、本目録は原文

書とともにマイクロフィルムによる収集資料

も含めており、その場合の記載は「マイクロ

フイッシュO枚Jまたは「マイクロフィルム
ロールO巻」である。

次に目録 2 ~ 4 では「種別J (文書の保存

年限)が特徴的である。永年保存の管理委任

文書のみを対象とする場合には不要と考えら

れるが、そうでない場合でも、すでに歴史的

資料としての一律の認識が強くなるせいか、

現用時の保存年限を記述要素として掲げる例

は意外に少ないように思われる。今後、有期

限文書からの評価選別により受け入れられた

公文書の場合には、現用時の位置付け・認識

を伝える情報として有効性が考えられる要素

ではないかと思われる。

この他、目録5では「旧簿冊番号」がある。

「県庁で保存されていた際の整理番号Jで、
原秩序復元可能のための記録、県庁職員利用

への便宜性、といった意味合いを持つものと

思われる。また、目録8では「件数JI件頁」
があるが、とくに後者は l冊の目録に「簿冊

名編」と「件名編」を併せて収録する本目録

シリーズゆえの、両編(階層)をリンクさせ

る要素といえる。また、「件数jは「形態」

の「厚さ」等とは違った形で、簿冊のボリュ

ームを伝える要素としても利用できょう。

* 
以上のように、簿冊レベルの記述の要素は、

取りあげられている要素そのものにも差異は

あるが、 一見、共通して取りあげられている

と思われる要素においても、その用語は様々

である。また、とくに簿冊の作成・伝来組織

や年次については、いずれのものを取りあげ

ているかも様々であり、閲覧者は誤った認識

のままに、検索・利用をしてしまう危険性も

ある。標準化の検討がもとめられるところで

あろう。

たとえば、 ISAD(G)では、年次に関する要

素では、「個別情報のエリアJの「資料作成

年月日J(記述単位(シリーズやファイルな

ど)に含まれる資料の作成年月日)と「コン

テクストのエリアjの「資料蓄積年月日」

(記述単位が作成者によって蓄積された年月

日)の2つがあり、その他にも「コンテクス

トのエリアjの「入手先jで入手日の記録が

求められている。作成・伝来組織に関する要

素にも、「コンテクストのエリアJに「作成

者名称JI組織歴または履歴JI伝来JI入手
先Jの各要素が用意されている3)。

また、鈴江英一氏が『山梨県下市町村役場

文書目録(その 1) Jでとった、「標題情報J
「成立情報JI形態情報JI標題等の補足情報J
「内容情報JI管理情報・利用条件情報JI史

料請求番号jという、記述を構成する事項の

独立性保持の方法がある4)0 I各記述事項は

全体として一つのまとまりを持った有機的関

係にあるjが、たとえば「標題情報と成立情

報はそれぞれ独立していて、相互に混同しな

い」とするものである。これは記述の要素を

「個別情報のエリアJIコンテクストのエリアj
等6つの情報エリアにわけるISAD(G)の考え

方につながるものでもあろうし、本紹介の目

録では、目録5に「表題年JI簿冊表題」の
設定がみられる。



3.簿冊レベルにおける資料内容記述

以上の他、「資料内容」を伝える要素を記

述している目録に目録5と6がある。

(1) r内容抄録」と件名目録
茨城県立歴史館の目録6は、「内容説明」

と「件名の列挙」により「内容抄録Jを行っ
ており、簿冊内容の概説にまで踏み込んでい

る分、充実しているといえる。

しかし、それは簿冊レベル記述のみでの比

較であって、これら簿冊レベル単位の印刷目

録の先に、さらに検索手段たる印刷目録を設

定しているか否かの差異につながるものでも

ある 。 目録 1 ~4 の北海道立文書館、東京都

公文書館では、目録9あるいは8のような件

名レベルの目録を刊行している。また、目録

10は群馬県立文書館の件名目録だが、同館で

はこのシリーズに先立ち、簿冊目録を刊行し

ている。これに対し、茨城県立歴史館では印

刷目録は6のシリーズに限ることを前提とす

ることにより、簿冊レベルの記述の充実が図

られることになったのではないか、と推察さ

れる。このあり方は、件名目録刊行からの後

退として考えられるものではないと思われ

る。件名自体が膨大な量である場合、それを

網羅する件名目録の作成も、そこから検索を

行うことも、ともに膨大な労力が必要になる5)。

また、その膨大さは印刷目録としての件名目

録シリーズの完結を容易でないものとする。

実際、件名目録を刊行している各機関での、

刊行済件名数のパーセンテージはそれほど高

くはないと思われる。

これら件名目録の多くは、戦前期文書を対

象としている。戦前期文書に限れば、比較的

保存点数に限りがあり、件名目録も可能とい

うケースも考えられるが、毎年定期的に移管

されてくる現代の公文書に対して、永続的に

件名目録を刊行していくことは、さらに困難

となろう(件名カードの作成あるいは入力す

ら困難をきたすことが想像される)。このよ

うに考えてくると、件名を目録化の最終基本
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単位として検索手段を作成することに対し、

簿冊を最終基本単位とし、その内容記述を豊

富にする方向も考えてみる価値があるように

思われるのである。目録6は、そのひとつの

例ともいえる。

もちろん、印刷目録を離れコンピュータ処

理により、膨大な量の件名からの検索も容易

にする、という方法も考えられる。文書の作

成あるいは現用段階での管理方法自体の電子

化は、その段階での入力データを利用するこ

とにより、文書館における新たな入力作業を

軽減化する可能性も併せ持っている。このこ

とは、人的要員等から従来手が出せなかった

機関においても、現用段階で作成される電子

データの入手・転用により、逆に件名目録を

作成しえる条件が整ってきた、ともいえるの

である。

印刷目録を基本目録として位置付けている

機関は多いと思われるが、そのこと自体を見

直してみることも必要となろう 。本稿でも一

律に印刷目録を比較しようとしているが、鈴

江氏5)論文によれば、北海道立文書館では閲

覧室に備え付けるカードまたは冊子の目録を

基本目録と位置付け、 刊行目録は普及事業の

範障としている、とのことであり、本稿の比

較自体が間違っているのかもしれない。

(2) 件名レベル記述の併記

目録7は「行政文書目録」のシリーズ名で、

簿冊目録とも件名目録とも銘打つてはいな

い。目録本文は、簿冊レベルと件名レベルを

別立てとせず、簿冊ごとに連続して件名レベ

ル単位を列記し、一括している。簿冊レベル

単位の記述を、文書名、組織(課等)名、年

(度)、文書番号の各要素について行い、その

次の行から件名レベル単位につき、文書(件)

名、文書年月日、文書(件)名番号の各要素

を記述する。両レベルは、頭出しの位置の l

字差(件名は簿冊より l字下げ)及び、ゴチ

ックと明朝という書体の違いによって区別さ

れている。

このスタイルは、結果からすれば件名目録
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と銘打つている目録9と類似したものとなっ

ている。すなわち、目録9の件名記述は簿冊

ごと・編綴順の編成を採り、簿冊レベルにつ

いても記述の要素として、簿冊名、年月、課

名、請求記号を示しているからである。この

単純な対比からすれば、目録7も「件名目録j

と位置付けられるかもしれないが、文書の形

態、階層構造から簿冊レベルの目録を刊行し

ないで件名レベルの提示をすることは考えに

くい。結果的に同1栄のスタイルをとってはい
ても、その機関での目録(検索手段)体系、

あるいは基本目録の位置付け等の違いが、件

名目録か否か、の差異となっていると考えら

れる。

また、同目録の凡例には 「本文は左端より

文書(件)名、文書年月日、文書(件)名番号

順に掲げた」との表現があ り、件名レベルの

記述部分を「本文jと呼んでいる。このこと

は、件名レベルこそが「本文」であるから

「件名目録」であるとも解せるし、一方、簿

冊レベルの記述「本文」を件名レベルの列記

によって行う「簿冊目録」である、と解する

ことも可能のように思われる。あえて本目録

を「簿冊目録」、「件名目録jのいずれかに区

分するとすれば、件名を列記することにより

資料内容を記述した、 簿冊レベルを記述単位

とする目S表、といえようか。しかし、この

「簿冊目録Jと 「件名目録Jの区分に当ては
めようとすること自体に問題があり、両者を

階層的に表現した記述として考えるべきであ

ろうか。 「簿冊目録」と「件名目録」を、既

存の設定と して受け入れることへの疑義を想

起させるものでもある。

なお、このような目録のあ り方は、この例

のように1年220簿冊という規模の文書量と、

その目録作成を滞貨なく定期的に継続してい

けばいい、 という状況に至っていることが条

件ともいえる。明治初年以来の膨大な蓄積

(整理滞貨)がある場合や、年間の受入文書

規模が大きい場合には、最初から簿冊・件名

両レベルの記述の要素を備えた目録を刊行す

ることは困難を伴うであろう。

4. i簿冊名編」と「件名編jを持つ目録

目録7に対し、目録8は63冊の簿冊を記述

のレベルとする「簿冊名編jと、 3，090件の

件名を記述のレベルとする「件名編」の2部

構成を採っている。このうち、 「簿冊名編j

は目録2と重複するこ とになる。記述の要素

も「件数JI件頁」が加わっている程度で大

きな差異はな く、目録7のような l部構成で

もすませられるよう に思われる。しかし、こ

れは目録2と8の編成基準が同一ではなく 、

単純に2の簿冊単位目録を前提として件名目

録を作成できない、ということのように思わ

れる。

目録 2 ~4 は、まず東京都に引き継がれる

以前の各役所別(東京府文書、東京市文書、

郡役所文書、区役所文書、編入町村役場文書)

に区分し、次に編年により配列している。 こ

れに対し目録8は、年一府市別と逆である。

さらに、目録2では凡例で「各年次の配列で

は、できるだけ当時の文書編纂保存規程によ

る分類方法を尊重し、特に明治20年代後半か

らは当時の文書庫における配列の復元を心が

けましたJとしているのに対し、目録8は

「当時の文書編纂保存規程による分類方法J
の前に「学事関係簿冊」 という主題分類があ

る。すなわち、学事主管謀(本目録対象の明

治35年には内務部第三課)作成簿冊の目録で

はなく、知事官房等関連する他課学事関係簿

冊も一部取り入れている目録であり、それゆ

えに、改めて学事関係文書の簿冊レベルの目

録を提示する必要がある、ということではな

いだろうか6)。

さて、「簿冊名編」の記述の要素は前述の

とおりだが、「件名編jでは「綴込番号JI件
名Ji学校区分JI学校名Ji図 (添付文書中
に図面が綴り込まれていた場合)JI所在地J

が採録されている 。また、凡例にはない

I <一件態・ 2件>Jのよう な表記がある。

「件名編注記」に 「一件が複数の完結文書か

らなるものJとあるが、「一件態jと 「件」

の階層関係がわかりにくく、凡例での説明、



定義がほしい気もする。これらは整理段階の

元の目録に採取した項目のすべてではなく、

取捨選択がなされたこと、その採録した項目

の意図、採録しなかった元の目録の項目等は、

この「学事編」シリーズ第3冊目として刊行

された「明治28~29年」編所収の「本目録を

利用される方へ」で示されている。

これらの要素のうち、とくに「学校名」

「図Jr所在地」といった学事編に特有の項目
が記述されていることに、他の目録にない特

徴がある。前述「本目録を利用される方へj

では、これらを「検索単語レベル」と表現し、

「簿冊レベルj一「各公文書レベルJ(件名レ
ベル)一「検索単語レベル」という異なる 3

つのレベルは、本来「段階的に深めていくと

いった方法が望ましい」のであり、それを l

冊の目録で同時に作成していったことを問題

点として語っている。「各公文書レベルJの
目録に「検索単語レベルJが加わることによ
り、「各公文書レベル」の全容を示す、とい

う段階の完了を大きく遅らせることになる、

ということであろうか。

「件名編」の編成は「簿冊名編jにならっ

て各簿冊内は綴込番号順とし、「簿冊名編」

の府市別一主務課毎一種別毎一総目順という

配列に連続したものとしている。前述「本目

録を利用される方へjは、これを「原資料の

形態(この場合、簿冊の配列順及び各簿冊内

は綴込番号順)を崩す事無く目録にデータを

配列しようとしたためjであり、「件名の内

容毎(学校設立・移転等)に分類しているj

件名目録が多いのに対し、「多用な利用者の

検索・分類を予め想定してデータの配列に手

を加えるのは、並べ替えのできない本という

媒体の目録では不適当に思われた」としてい

る。

5. 2冊の件名目録

目録9と10は「件名目録」を表題とする。

9は、北海道立文書館が所蔵する札幌県公文

書のうちの 『札幌県治類典Jというシリーズ
中、簿書番号8080-8113の34簿冊中に編綴さ
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れている文書の件名を収録したもの。簿冊ご

との編成をとっており、見出し項目としても

機能する簿冊レベル単位の記述については、

簿冊名、年月、課名、請求記号の各要素が記

されている。件名レベル単位の記述の要素は、

「番号Jr件名Jr差出・宛名J(起案文書は起
案者を差出、決済者を宛名)r文書年月日」
(一件の文書群の冒頭の文書の日付。起案文

書の場合は決済が終了した月日)r丁数」で
ある。地所払下願関係の簿冊については編級

順に向ーの払下願地 (原則町村単位)ごとに

収録しているが、原則は目録8r件名編Jと
同じく簿冊ごとの編綴順である。

これに対し、目録10は n群馬県行政文書
簿冊目録第2集j(大正期行政文書編)で分

類項目中の「学務jに類別した412冊 (中略)

のうちの「任免・賞罰」に属する文書8，670

件中の4，411件(第l分冊及び第2分冊を合

わせた件数)を収載した閲覧用の文書件名目

録Jであり、「文書の分類は、本館で独自に
定めた大正期行政文書件名目録「学務編 1J 

分類項目により」行われている。この分類項

目は、「簿冊目録の分類項目や文書編さん当

時の規程による「分類別部目」、「分課組織j、

「分掌事務」等を参考に文書の内容事項によ

って新たに作成したものjである。それは、

目録8の「件名編」や目録9のように、簿冊

ごとにその下位レベルの件名を編成するので

はなく、簿冊レベルにとらわれず、件名を分

類するものである。前述「本目録を利用され

る方へ」が、「行政文書の件名目録では、件

名の内容毎 (学校設立・移転等)に分類して

いることが多い」としたスタイルに該当する

かと思われるが、目録7を含め、平成11年度

刊行の目録では逆に少数派の編成であった。

なお、分類項目内では年代順排列をとってい

る。

記述の要素は、 「年月日J(一件体文書の最

初に綴じである文書の年月日。起案文書は原

則として決裁年月日。記載のないものは、発

送年月日(施行年月日)、起案年月日、収受

年月日の順で補う 。供覧文書は収受年月日。
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記載のないものは作成者が記載した日付で補

う。)、「郡市・町村名j、「件名」、「簿冊番

号・丁番号Jである。「件名jでは、添付文
書及び資料等がある場合は、行を改め文書名

及び資料名のみを 2文字下げで記載する。ま

た、件名表記だけでは内容を十分に表出でき

ないものについても、行を改め l文字下げで

内容を摘記する、としている。

6.年次を第一の基準とする編成

既に編成について紹介した目録もあるが、

ここで編成について全体を概観しておきた

い。まず、対象とした目録の大半が、年次を

第1の基準におき、組織はその次に位置付け

られていることが特徴的であった(前述のよ

うに、編成の基準にとられている「年次jの

意味するところはそれぞれに異なるが)。こ

のうち、目録5、7は、文書館の設立、ある

いは、文書移管システムの整備以前に未整理

のまま蓄積されていた、 一定ボリュームの簿

冊群を対象とした目録刊行は終え、その後の

移管の定期制にあわせて目録も逐次的に刊行

されていく段階に入ったスタイルのものとい

え、それゆえ、年次が第 lの編成基準(目録

分冊の単位)になる必要性も感じられる。た

だし、目録5の場合は移管年度を基準として

いる。また、目録7は昭和51年度完結文書を

主としているが、それ以前のものも含んでい

るため、厳密には組織が第一の基準といった

方がいいのかもしれない。

これに対し、茨城県立歴史館では、その長

い活動実績に比し、行政文書目録シリーズの

刊行は比較的新しい (第1冊は1997年3月の

刊行)。目録6は、その聞の蓄積分を分冊で

刊行しているものといえよう。4年分を l冊

で対象としているが、やはり組織よりも年次

を先に立てて 1年単位としている。

より長年月を l冊の対象としているのは、

目録 2 ~ 4 である 。 この 3 冊の目録では、東

京府・東京市・郡役所など、都に引き継がれ

る以前の各役所別を第 lとし、次に年次を設

定して編年編成をとっている。しかし、この

役所別は文書発生・管理時の組織体=出所の

区分であり、その出所内ではやはり年次が第

l で、目録 5~7 と同様といえる 。 各年次下

の配列は、「できるだけ当時の文書編纂保存

規程による分類方法を尊重しjたとある。

北海道でも、 1961~63年に刊行された『北

海道所蔵史料目録J 第 1 ~ 4 集「簿書の部」

では、第 lに箱館奉行所、開拓使、北海道庁

などの行政庁がおかれ、編年を第2としたう

えで、第3に各行政庁内部の組織、と編成し

ており、同様のあり方かと思われるが、目録

1は、その行政庁のうちのひとつである開拓

使文書を対象とするシリーズであるから、こ

のシリーズのなかでは年次一組織という編成

をとることになる。目録8のシリーズも、

年一府市別一主務課毎と年次が第 1に立てら

れている。

このことは、時間(年次)経過にともなう

組織機構の変化をいかに表現するか、という

課題に対する現時点での最も一般的な方法を

示している、といえるかもしれない。言い換

えれば、組織変化を表すための特別な編成方

法を採ることなく、比較的容易にその変遷を

表すもの、ということになる。これは、継続

的に群の拡大を続けるという性格を持つ公文

書に対し、いかに大部にしようとも、 1冊と

いう単位ごとではその群の切り取られた一部

分しか収録できないという限界性をもっ印刷

目録においては、一層適合的な方法といえよ

うか。目録5や7のように、定期的な移管に

対する定期的な目録刊行というサイクルに入

れば一層であり、 1年度分l冊、というスタ

イルはその典型的な姿といえる7)。

なお、そのようなスタイルにおいては年次

の下位にくる組織別のレベルが、文書の内容

(完結)年次に存した組織機構ではない例も

みられる。目録5は年次を移管年度基準とす

るとともに、その下位に設定している「部課

別jも移管時の組織となっている。また、目

録7では昭和51年度及びそれ以前の完結文書

を対象としているが、目録編成においては、

平成9年4月1日現在の行政組織によって固



定している。完結後30年を経過した公開時点

の組織等の意味づけがあるのであろうか。

しかし、これらの場合には年度ごとに区切

られてしま っている組織の変化を、時間経過

にそって利用者が追うことを可能にする記述

が必要となる。組織の改廃新設といった変遷

を提示することであり、それも特定の分野の

事務分掌を担う組織を追っていける必要があ

る。そのためには、各年の組織編成表を掲げ

るだけでは十分とはいえず、各階層の記述が

重要となる。

これらに対し、目録10は大正期を通して対

象とするが、年次ごとに分割することをせず、

分類項目ごとに全期を一括して編成する。目

録本文の件名レベルの記述にも、組織に関す

る要素はない。しかし、解説に当該大正期の

教育行政組織の変遷が説明されており、本目

録収載文書の主務組織を知ることができる。

また、ここで使われている分類項目(シリー

ズ)は、当該大正期に使用されていた文書編

纂保存規程等に規定されている部類目によっ

ており、その部類目の変遷も解説されている

ので、各シリーズの主務組織全体での位置付

けもわかるようになっている。

なお、この部類日も当該大正期のうちに変

わっているので、本目録での編成を、当時の

編纂保存体系どおりにするには、部類自の改

正時ごとに目録を分断する必要が生じる。こ

れは、年次を優先させ単年(度)ごとに分断す

る組織別編成と同様の考え方となると思われ

るが、本目録では、大正期を通じての同一項

目による検索使宜性を考え、文書編纂当時の

規程等を参考に分類項目を新たに作成したと

推測される。

7.上位階層の記述と階層聞の位置表示

次に、簿冊あるいは件名という、各目録が

対象としている基本レベルよりも上位の階層

の記述、あるいは、階層聞の関係を示す編集

上の指標についてみてみたい。なお、これら

の記述は、いずれも解説・解題及び凡例によ

ってなされている。上位階層の記述を本文と
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して行っているものはない。

まず、利用者に明確に指示されなければな

らない基本的要件として、その目録が対象と

している史料群の全体、及びその史料群のう

ち当該目録冊子が収載している範囲がある。

それは、凡例等によって最初に、明確に伝わ

るように示される必要がある。都道府県公文

書の印刷目録の場合、1冊で群全体をカバー

するということは考えにくく、利用者が手に

している l冊は、範囲限定を加えられた部分

である。その分割方法は単純であることが望

ましいといえるが、それにしてもその提示は

必要になる。

目録1は、冊子表題から開拓使文書という

群の (少なくとも 6分割以上の)1部分であ

ることが判明し、凡例の冒頭において、編綴

文書の最終年次が明治13年の簿冊、という本

分冊の対象範囲を了解することになる。ただ

し、「裁録・公文録など特定の方針で再編集

された文書以外jの「編年文書Jという、さ
らなる限定がつく。そのボリュームが705点

であることも知りえる。このボリュームが示

されていない、あるいは、なかなか見出せな

い目録は意外に多いが、目録を分冊している

場合には特に、群全体のボリュームとあわせ

て提示されると親切であろう 。

本目録は次のような編成をとっている。

編年(完結年次)

→組織 (東京出張所、札幌本庁等4組織)

→局・課・係(掛)、出先機関

→簿冊

各階層に関する記述をみてみると、解題で

はまず、開拓使の組織編成と変遺を述べた後、

東京出張所、札幌本庁等4組織レベルの概要

と変遷、その下位レベルとなる局課の一覧・

存続年代を示す。次の「局課係等組織」レベ

ルでは、たとえば東京出張所では、

上局(1点 5185) 

菓議録

記録課 (1点 5186) 

雑留

記録課公文係 (22点 5187-5208)
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太政官・元老院文移録、内務省文移録、

内務省各局文移録、(下略)

記録課考査係(1点 5209)

規則編冊

というように、点数と通し番号、「文書群の表

題」が記される。なお、「上局(1点 5185)J 

「記録課 (1点 5186)Jと、局や課を単位と

したものもあるが、それぞれ該当簿冊は l点

であり、局一課一係という縦の階層として表

記しているのではなく、特定の課あるいは係

に特定できない簿冊の点数及び番号を示すた

めの項と思われる。これは目録本文の編成に

おいても同様であるが、目録本文では見出し

項目の級数の違いで、局・課と係を区別して

いる。

目次が示すのは、東京出張所あるいは札幌

本庁、函館支庁というレベルまでである。ま

た、各ページの柱は l冊を通しすべて「明治

13年Jf開拓使文書Jと同ーとなっており、
目次や柱を付した意味合いが薄れているよう

にも思われる。いま聞いているページが、階

層上どの位置にあるかがわかりにくい、とい

う印象がある九

簿冊レベルを基本とした目録 2~4 は、第

l集で3冊全体にわたる記述を行っており、

2、3集に解説はない。この目録の編成方法

は既に紹介したとおりであるが、第 l集の解

説「この目録を利用されるにあたってjでは、

まず f1 所蔵公文書についてjで編成の第

lにおいた文書生成時の組織単位である東京

府文書、東京市文書等5つの文書群について

概説する。次いで f2 都庁の成立と文書疎
開」において、それらの文書群が東京都に引

き継がれてひとつの文書群となって以降の伝

来、目録作成、公開という管理史を述べてお

り、 ISAD(G)でいえばフォンド、サブ・フォ
ンドレベルの「コンテクストのエリアJに含
まれる記述に比較的重点がおかれているよう

である。

目録 8 は、目録 2~4 で収載した簿冊のう

ち、対象を学事関係簿冊に限定した目録シリ

ーズの l冊である。解説等による編成方法及

び各階層に関する記述はない。学事編シリー

ズの既刊何冊かに解説等があり、それらに依

拠するかたちになっていると考えられる。編

成方法については、 73ページで紹介したとお

りである。

上位レベルに対する記述は、たとえば「明

治28~29年j 編では、解説のうち frr. 職制

と事務分掌Jfw.文書管理規程jが「東京
都明治期行政文書jというレベルの、 frn.

内務部第三課学務掛一学事行政の概要一」が、

学事関係文書という レベルの記述を、組織

面・文書管理面から行っている。ただし、

「学事関係文書」というまとまりは内容によ

るもので、解説表題にある第三課学務掛とい

った組織に必ずしも限定されない。学事に関

する他課文書も対象としていることは前述の

とおりである。また、「明治37年」編の解説

では、 frr.明治37年の現存簿冊についてj

で、「各「類jの概要Jを記している。「類J
とは、「簿冊を編綴する際の単位で、各「類j

にどのような公文書を綴じ込むかは文書管理

規程で決められているjとされ、たとえば次

のように記述されている。

[ 1 ]例規 (34件)626.C5.1 

「例規」は、 第1種永久保存の l冊だけ

で、長期的に参照の必要があると判断され

るものや事業・政策などで最初に立案・施

行されたもの、府令・訓令の草案などが綴

じ込まれている。これらの内、主なものを

以下に紹介してみる(下略)。

目録6もシリーズの4冊目にあたり、茨城

県行政文書というフォンド・レベルについて

は、第 l集の解説を併せ見ることが必要とな

る。すなわち、茨城県行政文書という群全体

に対する記述は第 l集の解説においてなされ

ている。そこでは、行政文書を保存する意義、

文書館設立運動と「公文書館法jの制定、行

政文書受け入れの根拠、行政文書整理業務の

歩み、歴史館が所蔵する行政文書の概要、行

政文書公開の基準、行政資料の利用にあたっ

て、茨城県行政組織変遷表について、の8項

目が述べられている。文書群を生成してきた



茨城県という組織についての記述よりも、茨

城県立歴史館による取り組み、管理に比重が

かかっている。とくに、保存の意義や日本の

文書館運動から説き起こした、解説にとどま

らないそのアピール性は他の目録にない特徴

となっている。

この第 l集を受け、目録6の解説は部(総

務部等県庁組織としての部)レベルに限定し

て記述している。すなわち、「目録利用の参

考として、各部ごとに県の施策を反映した文

書をとりあげ、この時期の県政の一断面を述

べてみたいJとして、下位レベルとなる課別
の簿冊点数、その部に関する社会情勢、主な

史料、組織の変遷などを記している。ただ、

執筆者が異なるのか、部によ って記述方法が

統ーされておらず、社会状況を主にしている

ものと、文書の構成・概要を主にしているも

のがあり、後者でも課ごとの組織を主にして

いるもの、年次ごとに解説するものなどとい

った違いがみられる。残されている文書の差

異により記述の重点が左右されてくることは

想像されるが、利用者の検索補助という目的

からは、ある程度の様式統一(標準化)の検

討も有効であろうか。

次に目録本文では、発生年次→作成部課別

という配列をとっており、作成部課別では部

と課という組織階層を目録編成のレベルとし

ては設定していない。見出し項目として立て

られているのは発生年次のみで、各発生年次

内に部課名の見出し項目はない。部及び課の

別は簿冊の配列の基準にされているのみであ

る。簿冊レベルより上位階層である部課名が、

簿冊レベルの記述の要素「作成部課jによ っ

て初めて知りえる、という関係をとることに

なっている。

同様に簿冊レベルを基準とする目録シリー

ズの最新刊にあたる目録として、目録5、7

がある。目録5が課別の文書点数を一覧表化

しているほか、ともに解説はない。定期的移

管にともなうシリーズ刊行であり、また、比

較的近年の文書を対象としているので、部課

名や簿冊名(目録7では件名も)で内容の見
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当がつきやすい、それほど上位レベルの記述

は要しない、ということであろうか。

目録5の編成は、移管年度→部課目Ij→編年

順となっている。目録は、罫線で囲った表形

式をとっているが、課ごとの境で表を区切り、

「平成9年度(1997)移管 土木部監理課」

のように項見出しを立てることにより、組織

の区分を明確に示す工夫がなされている(た

だ、項見出しが右端に小さく記されており、

目立たない嫌いはある。)

一方、目録7は行政組織(平成9年4月l

日現在)の部、局、委員会等別の編成をとっ

ているが、見出し項目を立てるのは部、局、

委員会等のレベルまでで、その内部では下位

レベルにあたる課の項見出しは立てられず、

A課とB謀の境目に標示はない。組織編成111買

に配列されているが、その課名を下位レベル

である簿冊の記述の要素によ って知るという

構成は目録6と同様である。

次に2冊の「件名目録jの、上位階層に対

する記述や階層構造を示すための目録本文の

工夫をみてみたい。

目録9は、その位置付け、収録範囲等を凡

例に明示している。解説はなく、上位階層に

対する記述は第 l集の解題等に委ねる形とな

っている。第 l集には①「札幌県治類典」の

編纂・構成・編纂意義等を記した解題の他、

巻末に②「札幌県文書一覧表」、③ 「札幌県

組織沿革一覧表j、④ 「札幌県治類典部目別

一覧表」が収載されている。北海道立文書館

が目録編成において設定している階層構造

は、 4冊の「札幌県治類典」件名目録シリー

ズでは、はっきりとはわからないが、「北海

道立文書館資料整理要領J(i第5 分類」及
び「公文書分類表J)9)をもとに

I 北海道立文書館所蔵公文書

→E 三県文書

→皿 札幌県文書

→N 札幌県治類典

→ V 部目

→ VI 簿冊

→ VII 件名
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と想定するならば、上記の②③は皿に、①④

はNに対する記述といえようか。簿冊レベル

の目録が既に刊行されていることを前提とす

る「件名目録」であることが、 IN 札幌県
治類典Jという当該シリーズ・レベルに対し

ては解題において豊富な記述を行うのに対

し、その上位階層にあたる 1m 札幌県文書」

は巻末一覧表というコンパクトな形式にとど

め、上位階層の記述を下位階層において不必

要に重複させることを回避しているものと捉

えることができょう。

これに対L、目録10は、

I 群馬県行政文書

→ E 分類種別/I学務」文書

→E 分類大項目/I任免・ 賞罰」

という階層設定に大正期という時期区分を重

ねたものといえる。簿冊目録段階から、第 l

集=明治期編、第2集=大正期編と分冊され

ており、その各冊単位に件名目録を展開して

いるともいえる。

13ページにわたる解説では、 11本県にお

ける教育行政組織の変遺jで組織、 12文書
類別部目の変遷Jで現用時における編纂保存

類別、 13学務関係文書の概要」で内容 ・冊

数・件数等と、 Eレベルに対しての記述から

始まる。これは、本冊が「大正期学務編jの

第 1冊であることから、「大正期学務編jシ

リーズ全体に対する解説として位置付けられ

るのであろう。次いで解説は本冊の対象範囲

であるEレベルの記述に移り、 14収録文書

の概要」で、「任免・賞罰jの範囲をおさえ、

さらに「目録の編成」において、

回 分類大項目/I任免・賞罰」

→ N 分類中項目/I任免J

→ V 分類小項目/I小学校」

というような階層表示がなされている。分類

小項目によってはさらに「細項目jを設定し

ており、その設定の理由・方法についても述

べている。最後に、本目録の基準単位となっ

ている件名レベルにつき、「件名の記載につ

いて」の説明がある。そのほか、解説では

「参考事項」として、 学校種別ごとの説明が

あり、本書対象文書利用にあたって参考とな

る事項が記述されている。

8. 目録体系の提示と利用に関する情報

本稿を記するにあたって、とくに上位階層

記述について、対象とした当該目録ではわか

らず、その目録シリーズの第 l冊、あるいは

全冊にあたる必要があった。場合によっては、

当該機関の資料整理等に関する規程も必要で

あった。本稿は、一般利用者も目にすること

のできる、各機関から提供されている刊行物

情報のみにより、利用者の立場で書いてみよ

うとしたのであるが、どの刊行物にあたれば

いいか、を見出すところから始まった。

目録だけの範囲で考えても、 l史料群の目

録(あるいは、そのうちでも同一編成方法が

とられる部分)が多数冊の目録に分冊刊行さ

れる場合、各階層に関する記述が別の分冊に

掲載される、ということが起きる。フォン

ド・レベルが第1冊目にまとめて記述される

ことになるのは一般的であろう。全分冊に再

録することは経費的に困難であろうし、無駄

でもあるが、他分冊の参照指示や、当該分冊

が対象としている部分を全体のなかに正確に

位置付けられるための目録体系が、わかりや

すく目立つ様式で示されることが、今以上に

考慮されてもいいように思われる。また、最

低限の記述については、重複もやむを得ない

部分もあろう。凡例はおおむね重複してい

る。

さらに目録の範囲を超えれば、年報や要覧、

規程集、リーフレット等の刊行物で情報は提

供されているものの、目録では重ねて提供し

ていない情報がある。これら刊行物は一般に

目にしにくいものもあり、また、図書館等で

目録とあわせて配架されていない場合が多

い。これらの刊行物、とくにリーフレット類

では提供されているが、 ISAD(G)と比較して
いて目録全般に少ないのが気になったのは、

「公開および利用条件のエリア」であった。

目録中に特に項目を立ててページを取って

いるのは目録6の「閲覧請求の方法jだけで



あった。目録本文の「登録番号jがそのまま

請求番号とはならない仕組みのためもあろう

が、閲覧請求票の書き方を丁寧に示している。

また、掲載文書中に閲覧に供さないものが含

まれていることも記している。

目を都道府県公文書以外の平成11年度刊行

目録に拡げてみると、 『広島県立文書館収蔵

文書目録第7集 備後国御調郡尾道町橋本家

文書目録(1).1(2000年3月)では「利用にあ

たってjのページを取り、 11利用の方法」
として館内のみで閲覧利用可能なこと、請求

記号の説明を記し、 12閲覧制限等jでは
「基本的人権とプライパシーの尊重J及び
「資料の保存上の問題」による制限を説明し

ている。「館内のみの閲覧利用jなどは、機

関側にと っては自明のことであるが、実際に

閲覧カウンターに立つと意外に多く問われる

ことである。機関側にとって常識と思い込ん

でいる盲点を見直すことの必要性を感じる。

この点を最も丁寧に行っているのが、和歌

山県立文書館『収蔵史料目録四 移管資料目

録.1(2000年3月)であった。凡例で(1)和歌

山県立文書館においてマイクロフィルム等に

よる閲覧・複写が可能なこと、 (2)人権やプラ

イパシ一保護のため、 一部資料には閲覧 ・利

用の際に一定の条件を付す場合があること、

(3)虫損等による破損がいちじるしい資料は、

資料保存の観点から一部または全部が利用で

きない場合があること、を記している。ここ

でも(1)などは当然のことのように思われがち

だが、所在調査目録など、閲覧を前提として

いない資料目録は多く、閲覧(かつ複写も)

可能であること、その場所が和歌山県立文書

館であること、は決して自明のことではない。

多分に事前の確認を要することになる事項で

ある。また、「マイクロフィルム等によるj

との表記は、基本的に原本ではなく複製によ

る閲覧となるという閲覧媒体をも示してい

る、と思われる。これらの事項は、凡例より

も明示的な目録最終ページの「利用案内」で

も記されている。すなわち、古文書の一般利

用は写真版、またはマイクロフィルムである
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こと、写真版等からの複写が可能であること、

特別閲覧制度による原本閲覧方法、特別閲覧

できない場合もあること、原本からの複写は

不可、といった点である。

この「利用案内jのページには、これら閲

覧上の事項のほか、館の地図、所在地、電話、

開館時間、休館日、交通を記している。これ

らの案内が記されているのは同館のみであっ

た。これらの案内は、所蔵機関レベルの情報

で当該目録の対象を超えたレベル(マネジメ

ント・レベル、スーパー・フォンド)であり、

機関のパンフレット、リーフレットあるいは

広報誌などでは、基本的な事項として提供さ

れている情報である。機関側にと っては十分

に情報提供している自明のものとの意識もあ

る。

しかし、実際に利用者の側にまわってみる

と、意外にそうでもない。その機関の所在地

や交通、開館日等は、別途「機関総覧」やイ

ンターネットのホームページ等の媒体にあた

らねばならなくなる。機関自身が発行してい

るパンフレット類は図書扱いとはならないた

め、図書館等でも目録同様に閲覧することが

できず、意外に情報媒体となりえていない。

印刷目録の機能の一つに、遠隔地での検索可

能化があると思われるが、遠隔地では、これ

らの基本事項も自明の情報ではないし、情報

入手手段も少なくなることを考えると、重複

とはなっても目録毎に掲載すべき基本事項の

対象として、検討に値するように思われる10)。

おわりに

今回、「書評と紹介」の新企画として、こ

の1年間に刊行された史料目録を全体的に紹

介することを考え、 筆者所属館に寄贈されて

いた機関会員及び個人会員所属機関の目録類

をピックアップし、データの採取を行いまし

た。しかし、それだけでかなりのページ数を

費やしてしまうこと、そして、それを原稿に

まとめるだけの時間的余裕も能力もないこと

から断念、最初の試みとしては、都道府県公

文書の目録に限定しました。それでも相当量
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のページを費やしてしまうことになってしま

い、編集・出版委員会にお詫び申し上げねば

なりません。

また、公文書整理の経験も浅く、本来その

能力もない筆者ゆえに、十分な紹介が.できな

いばかりか、誤解に基づく記述や的はずれな

指摘も多いと思われます。また、様々な条件

や制約等のなかで、これら目録を刊行されて

いる各機関の努力を無視し、失礼な表現等を

した箇所も多いと思います。目録刊行機関及

び関係者の方々に、お詫び、申し上げます。

本稿は、日本の都道府県公文書目録を比較

紹介するというには、 一部都道府県にとどま

っています11)。また、いずれも刊行継続中の

シリーズあるいは既刊の改訂版であり、厳密

な意味で新刊の紹介ともいえないかもしれま

せん。しかし、紹介した10冊は、研究の深化

や国際標準の紹介など、記録史料の編成と記

述をめぐる近年の動向のなかで生み出されて

きた、最新の都道府県公文書目録です。筆者

の能力不足ゆえに各目録の特色を活かした紹

介ができませんでしたが、都道府県公文書、

そして広く記録史料の編成と記述の進展に、

わずかながらでも寄与できれば幸いです。

注

1 )この他、筆者が所属する埼玉県立文書館

に寄贈された範囲での確認だが、本会機関

会員及び個人会員所属機開発行の公文書自

主主として、

広島市公文書館 『広島市公文書館所蔵資

料目録第26集安芸町役場文書目録.1H 

12. 3/ A 4判横2段組46p(薄冊24p、

件名22p、凡例2p、解説なし)

があった。この目録は広島市に合併された

旧町役場の文書目録であり、本稿紹介の目

録と少し趣を異にするので、簡単ではある

が、ここで紹介しておきたい。

本目録は、「簿冊名の部Jと「件名の部J
から成る。前者は全簿冊(1，936冊)を収

載するが、後者は、そのうちの21冊を選ん

で収載する、というスタイルをとっている。

21冊の選択基準には、特徴的なもの、利用

頻度の高さが見込まれるもの、各分類の代

表、などが考えられるが、いまひとつ明確

ではない。1%の件名収載が利用にあたえ

る影響も、興味の引かれるところではある。

記述の要素では、冊数に綴・袋・束・

枚・通を付すことにより形態を併せ示す、

簿冊名が同一で、発生年がl年ごとに連続

するもの及び類似のものは、一つの簿冊名

で一括し、発生の期間と合計冊数を記す、

などの特徴がある。

次に編成を見てみると「簿冊名の部」で

は、大分類と中分類の2段階分類をとって

いる。この分類項目は「簿冊の表記によっ

て設定したjもので、「内容的に見れば他

の分類に属する場合もあるJとしている。
各分類内での配列は発生年順で分類ごとに

完結している。約2，000冊という規模で完

結している群であることと、合併したとは

いえ、他の組織体で生成された群を受け入

れたという感の強い旧町役場文書の性格か

ら、この編成法が選択されたことが想像さ

れる。一方、「件名の部jは簿冊ごとに編

綴順である。21冊という抽出からは、簿冊

レベルを外しての編成は考えにくく、自然

といえる。

なお、安芸町が広島市に合併された際に

は、現用文書として広島市公文書に組み入

れられた文書と、すでに完結した非現用文

書としての群に分割されたと思われるが、

この目録が対象とする1，936冊の薄冊群は、

おそらく後者の群であることが想像される

が、はっきりとはしない。この「安芸町役

場文書Jは単独の史料群として位置付けら
れているのか、あるいは、広島市公文書と

いう史料群内に位置付けられるのか。その

伝来に関する記述、とくに安芸町合併から

公文書館移管に至る経緯についての記述と

あわせ、利用者に示してもらえると、より

有効であると思われる。

2 )史料群の階層構造を表現するレファレン

ス・コードの表現提起として、 ISAD(G)の



適用実験ではあるが、青山英幸氏「国際標

準記録史料記述等による箱館奉行文書目録

作成の実験についてJ(r北海道立文書館研
究紀要j12、1997年3月)、森本祥子氏

rr国際標準記録史料記述(一般原則)J適
用の試み一行政文書の場合 J (r史料館研
究紀要J29、1998年2月)がある。

3) ISAD(G)の訳は、アーカイブズ・インフ
ォメーション研究会編訳『記録史料記述の

国際標準.1(2001年2月、北海道大学図書

刊行会)所収の森本祥子氏訳「国際標準:

記録史料記述の一般原則;ISAD(G)Jによ
った。ISAD(G)についても同書を参照。

4 )国文学研究資料館史料館編 『史料館所蔵

史料目録第64集 山梨県下市町村役場文書

目録 (その一)J11997年3月、鈴江英一氏

「市町村役場文書における目録記述の試

み 近現代史料整理論ノート II-J (r史料
館研究紀要JI29、1998年2月)

5)鈴江英一氏 「史料整理論の再考 近現代

史料整理論ノート II!-J(r史料館研究紀要』

31、2000年3月)

6 ) 同 「学事編」 シリーズの既刊「明治28~

29年」編 (1992年3月刊)所収の「本目録

を利用される方へ」に「明治期公文書の簿

冊レベルの目録は既に「東京都公文書館蔵

書目録1~ 2Jが存在しているという事が

ある。ところが、この目録は充分に文書管

理規程等を把握しないまま作成されてお

り、簿冊名・ 主務課名等の表記もまちまち

である」という問題があげられており、こ

のことも改めて簿冊レベルの目録を提示す

る大きな理由となったであろう。その意味

で、前掲蔵書目録シリーズの増補改訂版で

ある目録 2 ~ 4 の刊行は、「当時の文書編

纂保存規程」に則った簿冊レベル全体の提

示という課題を達成するものといえる。

7) しかし、逆説的にいえば、そのような印

刷目録の制約ゆえに、年度で切り離した編

成方法で許されたといえるのかもしれな

い。コンピュータの利用による電子目録化

にあたっては、容量的にも分割することな
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しに群全体をカバーできょうし、能力的に

も3次元的な表現を可能としよう。それゆ

えにこそ、そのシステム開発は安易に考え

ることはできない。なお、そのようなコン

ピュータによる都道府県文書の編成と記述

への取り組みとして、群馬県庁文書に

ISAD(G)を適応させた報告が、群馬県立文

書館小暮隆志氏によってなされている(ア

ーカイブズ・インフォメーション研究会主

催オープンセミナー「記録史料(アーカイ

ブズ)の情報管理をめぐる国際動向と技術

革新J 2000年12月2、3日)。
8)都道府県公文書の例ではないが、平成11

年度刊行の目録では、たとえば、国文学研

究資料館史料館の 『史料館所蔵史料目録第

69集 信濃国松代真田家中依田家文書目録

(その 1).1 (2000年3月、 B5判横 l段組

153p)では、「文書群を発生させた組織や

集団のあり方に留意し、史料群の内的構造

を復元することに努め、その結果をふまえ

て大・中・小・小々の項目を立てて編成配

列」しており、「各項の肩見出しに大 ・

中・小の項目を記し、各文書の階層中にお

ける位置を把握できるよう」配慮している。

また、各項目の境目に横線を引き、区切り

の明確化への工夫をとっている。

また、 『広島県立文書館収蔵文書目録第

7集 備後国御調郡尾道町橋本家文書目録

(1).1 (2000年 3月、 B5判横 l段組216p)

は、解説・本文ともに、「その文書群の発

生の仕方を考慮し、組織・機能・行為等に

基づいて重層的な項目を立てjているが、

目録本文では、

-項目名の後ろに[ ]でその上位項目を

記す。全角スラッシュ‘/'を挟んで=右

に行くほど上位。

-その項目に対応した解説記述がある場合

には、( )でそのページを示す。

-各ページ上部の柱にも、たとえば、

橋本家文書 (8806)

1.橋本家・納戸

(1 )経営全体
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-1.惣勘定帳

という 4レベルのうち3レベルが 11経営

全体(惣勘定帳) 橋本家文書 (8806)J 

というように示されている。

9)鷲塚研「道立文書館の資料整理について」

(r北海道立文書館研究紀要.12、1987年3

月)

10) 目録刊行以後に開館日の変更や移転等に

より、情報が誤ったものとなるという恐れ

はある。また、史料類の場合、館内整理の

ための特別整理期間であったり、補修・展

示貸し出し等のため、不定期に閲覧不能と

なる可能性が高く、いかに詳細な案内を記

しでも目的の史料が閲覧できるかどうかは

最終的に判断できない性質をもつものであ

る。しかし、それゆえにこそ、遠方の場合

には電話等による最終確認をしてから来館

することが必要となるが、 電話番号の記さ

れていない目録もある。

11)全都道府県の公文書目録を比較検討した

業績には、鈴江英一氏「近現代史料整理論

の状況一近現代史料整理論ノート 1-J 
(r史料館研究紀要J27、1996年3月)があ
る。

太田富康埼玉県立文書館




